
令和６年度　民間財団等研究助成公募情報　（最終更新　R6.4.19)

・ 応募を希望される⽅は、募集要項等を熟読の上、学内〆切までに申請書等に必要事項をご記⼊の上ご申請ください。
・ 研究助成⾦は所属機関での管理を⾏います。助成機関の取り決めにより学園⼝座宛ての振込が出来ない場合は、受給者において受領後、学園に寄附いただきます。
・ 推薦の可否については、申請書等をもとに、学⻑にお諮りして決定いただきます。
・ 学内決裁後に研究者⾃⾝により助成機関指定のシステムから提出を⾏っていただく場合があります。
No. 助成機関名 助成⾦名称 応募条件等 助成期間、助成⾦額 申請⽅法 学内〆切

12
公益財団法⼈
北野⽣涯教育
振興会

２０２４年度 ⽣涯教育研究助成⾦

（１）過去に北野⽣涯教育振興会助成⾦の研究助成⾦に採択されたことが
ないこと。
（２）2024年4⽉以降に他の助成⾦の対象者に決定されていないこと。
※申請中の場合は応募可。

1年以上2年以内、1件につき100万円 研究協⼒・産学連携
係に持参または郵送

2024（令和6）年5⽉14⽇（⽕）17
時

1
公益財団法⼈
⽇本内部監査
研究所

2024年度研究助成

（１）助成対象者
国内の教育機関において、会計学、商学、経営学、経済学、法学、情報学
等の調査研究に従事している個⼈で、申請時点で常勤の准教授、助教等
（特任教員を含む）

（２）助成対象課題
内部監査及び関連諸分野に関する調査研究

調査研究1件あたり50万円以内
初年度を10⽉開始とし、研究成果公開準備を含め2年半以内

研究協⼒・産学連携
係にメール提出 2024（令和6）年5⽉31⽇（⾦）

2 公益財団法⼈
牧誠財団 2024年度第⼀次研究助成

１．助成対象分野
⽇本企業で実践されている優れた管理会計実務の定式化⼜は理論化に関す
る研究ならびにそれらを含む周辺領域に関する研究。特に管理会計技法、
管理会計システム、事業継承システム、およびそれに関連する管理システ
ムを対象とする研究。

２．助成対象者
（１）⽇本の⼤学・研究機関に所属する研究者及び⼤学院⽣
（２）研究グループ（共同研究）の場合、代表者については⽇本の⼤学・
研究機関に所属のこと。⼤学院⽣は共同研究の代表者にはなれません。

（１）研究助成A（研究者・博⼠後期課程⼤学院⽣）
1件30万円〜200万円程度、助成件数20件程度
1件1か年（2024年7⽉1⽇〜2025年6⽉末⽇）
例外的に1件2か年の研究計画を認める場合あり。

（２）研究助成B（博⼠後期課程⼤学院⽣）
1⼈毎年60万円程度×3年間、助成件数若⼲名
1件3か年（2024年7⽉1⽇〜2027年6⽉末⽇）

（３）挑戦的萌芽研究助成（研究者・博⼠後期課程⼤学院⽣）
1件30万円〜200万円程度、助成件数若⼲名
1件1か年（2024年7⽉1⽇〜2025年6⽉末⽇）
例外的に1件2か年の研究計画を認める場合あり。

研究協⼒・産学連携
係に持参または郵送 2024（令和6）年4⽉26⽇（⾦）

3 公益財団法⼈
野村財団

2025年度⾦融・資本市場のフロンティアを拓
く研究助成

１．助成対象分野
国内外の⾦融・資本市場に関する理論的研究、データ分析に基づく実証的
研究、幅広い学問分野にまたがる学際的研究、海外の研究者も加えた国際
的研究など、⾦融・資本市場の発展に資する画期的、意欲的な研究プロ
ジェクト

２．応募資格及び条件
我が国の⼤学等において常勤の職に就く個⼈、または当該資格を有する者
を研究代表者とするグループ。共同研究者の資格は制限しない。

1件当たり上限は1,000万円。
助成対象実施期間は2025年4⽉1⽇〜2026年3⽉31⽇を初年度として
最⻑3年まで、2年以上の場合には必要⾦額を毎年分割して⽀給。

研究協⼒・産学連携
係にメール提出 2024（令和6）年5⽉31⽇（⾦）

4
公益財団法⼈
電気通信普及
財団

学術研究出版助成（2024年度）

１．助成対象分野
（１）情報通信に関する法律、経済、社会、⽂化等の⼈⽂学・社会科学分
野
（２）情報通信に関する技術分野
（３）情報通信に関する⼈⽂学・社会科学分野及び技術分野の両分野にわ
たる分野

２．対象者
⽇本の⼤学等及び研究機関に所属する研究者もしくは⼤学院⽣（博⼠後期
課程）
申込者は単著の場合は著者本⼈、共著の場合は代表者

1件あたり最⼤200万円（1万円単位） 研究協⼒・産学連携
係にメール提出 2024（令和6）年5⽉17⽇（⾦）

5
公益財団法⼈
電気通信普及
財団

海外渡航旅費援助（通年募集）

１．対象の渡航
（１）申込者が中⼼となって⾏った情報通信に関する研究について、
   海外で開催される国際会議などに出席し発表する場合
（２）海外で開催される国際会議などにおいてセッション等の議⻑もしく
はパネリスト
   あるいはプログラム委員会メンバーとして会議に参加する場合
（３）海外における情報通信に関する国際機関が主催する会議での討議に
参加する場合

２．対象者
⽇本の⼤学等及び研究機関に所属する研究者、⼤学院⽣でいわゆる博⼠後
期課程に在学する⽅。40歳以下で、所属する機関の⻑の推薦を受けた⽅。

３．助成⾦額
地域別に定める11〜29万円（募集要項を参照）を⽬安とする

４．募集⽇程
7⽉1⽇〜12⽉31⽇の会議 ：締切⽇6⽉1⽇（学内〆5/17）
9⽉1⽇〜翌2⽉28⽇の会議：締切⽇8⽉1⽇（学内〆7/18）
上記以降は募集要項を参照

研究協⼒・産学連携
係にメール提出 各締切⽇の2週間前

6
公益財団法⼈
野村マネジメ
ントスクール

学術研究⽀援（研究助成）

１．助成対象
経営者教育、経営学、コーポレート・ファイナンス、
ITマネジメントに関する調査・研究プロジェクト

２．応募資格・条件
⽇本の⼤学等において常勤の職に就き、経営者教育、経営学、ファイナン
ス、
ITマネジメントを中⼼とする分野の研究に従事する個⼈または当該資格を
有する者を
研究代表者とするグループ。共同研究者の資格に制限はなし。

３．助成⾦額
１件あたりの限度額は３００万円

４．助成期間
２０２４年１１⽉頃から（予定）

ウェブ申請後、研究
協⼒・産学連携係に
報告

2024（令和6）年6⽉30⽇（⽇）
17:00


